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はじめに

　１９８０年代後半になっ て， 日本の半導体産業の競争力はアメリカ半導体産業のそれを追

い越したとされている。もちろん ，ＩＢＭ（Ｉｎｔ・ｍ・血・ｎａ１Ｂｕ・ｍｅ・・ Ｍａ・ｈｍｅ・ Ｃｏ）をはじめ

　　　　　　　　　　　　　　　　１）　　　　　　　　　　　　　　　
２）

としたキャプティブ（内製）メーカーの評価，あるいはＭＰＵ市場における競争力の評

価など，日米半導体産業の競争力についてはさまざまな議論があることも事実である 。

しかし，総合的に判断して，日本半導体産業の競争力がアメリカ半導体産業のそれを上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
回っ たことについて，異論はないといえよう 。

　こうした日本半導体産業の競争力強化には，半導体を製造する上で必要とされる製造

装置やさまざまな材料を半導体企業に提供する諸企業が，大きな役割を果たしている 。

これらの企業は，一括して半導体周辺産業と呼ばれるが，なかでも半導体の製造装置を

生産する半導体製造装置産業は，半導体産業の競争力強化にとっ て非常に大きな役割を

果たしてきた。従って，半導体産業の総合的な競争力を明らかにするには，半導体周辺

産業，とくに半導体製造装置産業の分析を行う必要がある 。

　本稿の課題は，日本の半導体製造装置産業における企業間関係のあり様を提示し，さ

らに，その競争力が日本半導体産業の競争力強化の重要な要因となっ ていることを明ら
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かにすることである 。この課題を明らかにするために，半導体製造装置企業間関係とい

う視角と半導体製造装置企業と半導体企業の関係という視角を用いる 。後者の視角を用

いるのは，半導体製造装置企業が半導体企業とどのような関係を構築しているかが，半

導体製造装置産業分析の重要な構成要素だからである 。

　以下では，まず第１に，半導体製造装置産業の地位を指摘する 。第２に，半導体製造

装置産業の形成過程を検討し，第３に，現在の半導体製造装置産業の企業類型を提示し

た上で，企業問関係がどのようになっ ているかを明らかにする 。最後に，半導体製造装

置の中で決定的に重要とされている露光装置における日米半導体企業の競争力逆転のあ

り様を具体的に明らかにしていく 。

　　１）ＩＢＭも半導体の外販に乗り出した。日本ＩＢＭの野洲工場より韓国の現代グルー プヘ

　　　ＯＥＭで４ＭＤＲＡＭを既に出荷している 。今後，ヨーロッ パやアメリカの工場からも順次

　　　外販する予定である 。『日本経済新聞』１９９１年１０月８日付け
。

　　２）ＣＩＳＣ型ＭＰＵでは，インテル（Ｉｎｔｅ１Ｃ ｏ． ）とモトローラ（Ｍ
ｏｔｏｒｏ１ａ ，Ｉｎｃ．）が世界市場を

　　　支配しており ，ＲＩＳＣ型ＭＰＵでもＭＩＰＳコノピュータ（ＭＩＰＳ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ）

　　　やサ ！　マイクロノステムス（Ｓｕｎ　Ｍｌｃｒｏｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ）なとのアメリカ企業がアーキテク

　　　チャーの標準化をめぐるファミリー作りでもリードしている 。

　　３）志村幸雄『２０００年の半導体産業』日本能率マネジメントセンター １９９２年
。

Ｉ　日本半導体製造装置産業の地位

　１　半導体産業と半導体周辺産業

　本節の課題は，現在の日本半導体製造装置産業の地位を明らかにすることだが，その

前提として，半導体産業と半導体周辺産業の関係について述べることにする 。そのため

に， 半導体の生産工程の説明をごく簡単にしよう 。

　半導体の生産工程（図１参照）は，次のようになっ ている 。¢どのような機能を有す

る半導体にするかを決定し，それを回路に具体化する設計工程，　その回路をウェーハ

に焼き付ける原版になるフォトマスクを製造する工程という流れと ，　ウェーハそのも

のを製造する工程，＠薄くスライスしたウェーハに回路を転写したり ，不純物を拡散し

たり ，電極となるアルミなどを蒸着したりするウェーハ処理工程，　処理済みのチ ップ

を端子のついたパソ ケージにのせるなとする組立工程，＠そしてできた半導体が仕様と

おりに機能するかを検査する工程という一連の流れがある 。Ｏ～　でできたマスクは ，

　　　　　　　　　　　　　　　１）
＠で回路を転写するときに使用する 。
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図１　半導体の生産工程
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図２　半導体産業と半導体周辺産業の関係
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（出所）　日本電子機械工業会編「９１ＩＣガイドブ ック』１９９１年，２９ぺ 一ジ ，

　　図１。

　以上を念頭において，半導体産業とその周辺産業の関係がどのようになっ ているかを

見てみる（図２参照）。

　まず半導体産業それ自体は，半導体を生産する諸半導体企業から形成されているが ，

これらの企業が担当する工程は，設計工程，マスク製造工程（外注に出すことも多い） ，

ウェーハ処理工程，組立工程，検査工程である 。

　次に，半導体生産に関わ っている周辺産業と呼ばれる産業には，半導体製造装置産業 ，

半導体材料産業，半導体設計産業がある 。この他，半導体を数多くのユ ーザーに販売

（半導体企業自身が直接販売する比率も企業によっ て差はあるが，かなりある）していく半導体

商社なども広い意味では，半導体周辺産業に入れることができる 。

　半導体製造装置産業は，すべての生産工程の製造装置および検査装置の生産を行う企

業， およびクリーンルームなどの環境設備を手掛ける企業から構成されている。半導体

材料産業は，ウェーハ，マスク ・レジスト ，金属材料，化学薬晶，ガス ，パッ ケージ材

料などを生産し，半導体企業に販売する企業から構成されている 。ちなみに，上述の半

導体生産工程で説明したウェーハ製造工程は，信越半導体，小松電子金属，大阪チタニ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ウム製造，日本シリコンなどの企業が担っている 。半導体生産には実にたくさんの材料

が必要とされ，それを半導体企業に提供する企業の多くは，通常，他の産業に分類され

ている 。

　この他，最近では，半導体を設計するだけの企業が増大しており ，これらは，ファ ブ

レス（工場を持たない）企業と呼ばれることが多い。ファブレス企業とは，設計とマーケ
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ティングを行い生産は他企業に委託する企業のことであり ，設計のみを行うデザインハ
　　　　　　　　　　　　　３）
ウスとは定義上，区別している 。日本の代表的ファブレス企業はアスキーである。また ，

デザインハウスには，ＬＳＩテクノロジーやテラ ・システムデザインのような独立系デザ

インハウス ，新日本製鉄ＡＳＩＣテザインセンターやコナミエ業，あるいは半導体商社

のケミハン ・グループのＡＤＣといっ た企業多角化の一貫としてのデザインハウスがあ
４）

る。 これらを総称してｒＬＳＩデザイン産業」という呼び方もある 。

　最後に，半導体製造装置（以下では単に製造装置と略す）を生産する半導体製造装置産

業や様々な産業に属する諸企業から構成されている半導体材料産業では，電子（物理）
，

化学，光学，機械など数多くの技術の集積がなされていることを指摘しておく 。半導体

産業はこうした分厚い技術の集積に支えられて，半導体の生産を行 っているわけである 。

　半導体製造装置産業は，こうした半導体周辺産業の一つとして存在しているが，半導

体産業の競争力に最も大きな影響を及ぽす製造装置の生産をするため，周辺諸産業の中

でとくに重要な位置にある 。

　２　半導体製造装口産業の特徴と日本半導体製造装竈産業の地位

（１）半導体製造装置産業の特徴

半導体製造装置産業がどのような特徴を有するのかを，概括的に整理すると ，次のよ

うになる 。

特徴の第１は，その急速な成長にある 。世界の製造装置の需要は，１９８２年に２１億ドル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
であ ったのが，１９９０年には８４億ドルになり ，８年間で４倍の伸びを示している 。半導体

産業の急速な成長に歩調を合わせて，半導体製造装置産業も成長を実現できたわけであ

る。

　次に特徴の第２は，半導体産業特有のシリコンサイクルの影響をまともに受けること

である 。半導体製造装置産業は，長期的には上述したように成長を遂げているわけだが ，

短期的には需給関係に大きく左右されている。すなわち，半導体需要が大きく設備投資

額が増大するときには，発注が集中するが，需要が小さくなれば，設備投資も減少し ，

売り上げも減少することになる 。例えは，１９８５年の世界の製造装置販売額は５５億トルで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
あっ たが，１９８６年には４２億ドルと前年比７６％に落ち込んだ。製造装置の受注残を見ると ，

１９８４年第１四半期には５０億トル以上あ ったものが，１９８５年第４四半期には１２億ドル台に

　　　　　　　　　７）
落ち込む結果となっ た。

　さらに第３の特徴として，半導体製造装置産業の動向は半導体産業を先取りするとい

（１２０）
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うことが上けられる 。製造装置は，各世代の半導体を量産化する時に必要とされるため ，

一国の半導体製造装置産業がその国の半導体産業と密接な関係を取り結んでいるならば ，

半導体製造装置産業の競争力は，半導体産業の競争力に大きく影響することになる 。こ

の関係については，１以降で詳しく検討することになる 。

　最後に第４の特徴として，製造装置は半導体製造装置企業だけでなく ，半導体企業も

製造（内製）しているために，市場での競争関係は半導体企業の内製の影響を受けると

いうことである 。半導体産業におけるキャプティブメーカーとマーチャントメーカーの

関係と同様の関係が，半導体製造装置産業にも存在しているというわけである 。

　（２）日本半導体製造装置産業の地位

　さて，各国の半導体製造装置産業はいつ形成されたのであろうか。アメリカでは１９６０

年代から１９７０年代初頭にベンチャー・ ビジネスを中心に形成され，日本でも１９６０年代に

　　　　　　　　　　　　　　　　８）
アメリカの後を追うように形成された。半導体産業同様，半導体製造装置産業において

も， アメリカが世界に先駆けて産業を形成した 。

　そして現在では，日本の半導体製造装置産業がアメリカのそれを追い抜いている 。こ

の逆転が生じたのは１９８８年であり ，半導体産業における日米逆転とほぼ同時期に生じた 。

米国系 ：日本系 ：欧州系別の世界の製造装置市場シェアは ，１９７８年が８１ ：１０ ：９だ ったが ，

表１　半導体製造装置企業上位１０社の売上高
（単位 ：百万ドル）

１９７９年 １９８９年

順位

企業　名 売上高 企業名 売上高

１位 フェアチャイルド ・テスト ・システ １１１ 東京エレクトロン（日） ６３４

ムズ ・グループ（米）

２位 パーキン ・エルマー（米） １０１ ニコン（日） ５８７

３位 アプライド ・マテリアルズ（米） ５４ アプライド ・マテリアルズ（米） ５２３

４位 ＧＣＡ（米） ５４ アドバンテスト（日） ３９９

５位 テラダイン（米） ５３ キャノン（日） ３８４

６位 バリアン ・アソシエイツ（米） ５１ ジェネラン ・シグナル（米） ３５４

７位 テクトロニクス（米） ３９ バリアン（米） ３３５

８位 イートン（米） ３８ 日立製作所（日） ２１０

９位 Ｋ＆Ｓ（米） ３７ テラダイン（米） ２００

１０位 バルザースＡＧ（西独） ３４ ＡＳＭインターナシ ョナル（米） １８７

（出所）プレスジャーナル社編［１９９０年度版　日本半導体年鑑』プレスジャーナル社，１９９０年 ，７７ぺ 一ジ，図７ ，

　　およぴ日本電子機械工業会編［９１ＩＣカイトフソ ク」日本電子機械工業会，１９９１年 ，２９べ 一ン　表１より

　　作成，原出所はＶＬＳＩＲｅｓｅａｒｃ
ｈ．

（１２１）
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表２　アメリカ半導体製造装置企業の買収

買収企業 非買収企業
ラムリサーチ ジェミニリサーチ（エピタキシアル） １９８８年

ゼネラル ・シグナル ＧＣＡ（ステ ッパ） １９８８年

フイリッ プス ＡＳＭリソグラフイー（ステ ッパ） １９８８年

バリアン ・アソシェイツ ＡＳＭイオンブラント（イオン注入） １９８８年

シリコンバレーグループ サームコ（拡散炉） １９８８年

パーキンエルマーの光リソグラフィー部門 １９８９年

ソニー ＭＲＣ（ステ ッパとスパッ タリング） １９８９年

インタバッ ク バリアン ・アソシエイツ（分子線エピタキシャル） １９９１年

　（出所）プレスンヤーナル社編［月刊Ｓｅｍ　ｏ　ｄ　ｃｔｏ　Ｗｏｒｌｄ』各月版より作成
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）１９８４年には６４ ：３１ ：５になり ，１９８６年には５６ ：４０ ：４，そして１９８８年に４６ ：５０ ：４になっ た。

　次に，世界半導体製造装置産業の上位１０社の売り上げ順位の推移を，表１を参照しな

がら検討する 。最大の特徴は，日本企業が１９７９年のＯ社から１９８９年に５社になっ たこ

とである 。１９７９年に，ほとんとアメリカ企業で占められていた世界半導体製造装置産業

において，日本企業がわずか１０年で上位に進出しただけでなく ，第１位，第２位，第４

位， 第５位，第８位という全体として高い順位になっ た。 この順位は，日米半導体製造

装置産業の地位の逆転を象徴しているといえよう 。

　他方，アメリカ半導体製造装置産業は，１９８０年代後半にＭ＆Ａが続出した（表２参

照）。１９８５～８６年不況の結果，経営状態が悪化した企業は，次々に買収されるようにな

っている 。このときの経営状態悪化の要因の一つとして，アメリカ半導体製造装置市場 ，

さらには世界半導体製造装置市場における日本企業との競争に敗退していっ た側面も見

逃せない 。

　　１）　日本電子機械工業△編「９１ＩＣカイトフソ ク』１９９１年，９４～１０１ぺ 一ジ参昭。より詳しい

　　　説明は，相良岩男［ＵＬＳＩの話』日刊工業新聞社，１９９１年，５８～１２７ぺ 一ジ参昭 。

　　２）フレスジャーナル調査部編『ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏｈ　ＳＰＥＣＩＡＬ　ＳＵＲＶＥＹ　Ｘ皿１９９１半導体製造装

　　　置 ・材料業界』１９９１年，１１７ぺ 一ジ。１９９０年の各社のシェア（金額べ 一ス）は，信越半導体

　　　が３７％，小松電子金属が２０％，大阪チタニウム製造が１８％，日本シリコンが１６％である 。

　　３）プレスジャーナル社編『月刊Ｓｅｍｌｃｏｎｄｕｃｔｏｒ Ｗｏｒ１ｄｊ１９９０年６月 ，１８１べ一ン参昭 。

　　４）プレスジャーナル調査部編［ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏ剛Ｎｏ．８７ ．１９９１年１０月 ，２１～２４ぺ 一ジ参照 。

　　５）プレスジャーナル社編［１９８４年度版　日本半導体年鑑ｊ１９８４年，１７５ぺ 一ジ，およびプレ

　　　 スジャーナル調査部編『ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏ剛Ｎｏ．９１ ．１９９２年２月 ，２８ぺ 一ジ 。

　　６）プレスジャーナル社編「１９８７年度版　日本半導体年鑑』１９８７年，１９９ぺ 一ジ 。

　　７）同編『１９８８年度版　日本半導体年鑑」１９８８年，２０９ぺ 一ジ，図３ 。原出所はＶＬＳＩリサー

　　　チ 。

　　８）志村幸雄，則掲書，１１２～１１３ぺ 一ン参昭 。

（１２２）
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９）プレスジャーナル社編『１９９１年度版　日本半導体年鑑』１９９１年，８０ぺ 一ジ，図５参照 。

ｕ　半導体製造装置産業の形成過程

　１ ．時期区分

　本館では，目本における半導休製造装置産業の形成過程を，半導仕産業の形成過程と

対照しながら ，明らかにすることが課題である 。こうした対照を行うのは，半導体製造

装置産業が半導体産業の発展にどのように関わ ったのかを ，明らかにするためである 。

半導体製造装置産業のそれぞれの時期の特徴を指摘するするために，まず時期区分をし
　　１）
ておく 。

　（１）輸入装置優位期 一１９５０年代後半から１９７０年代前半

　（２）国産装置優位確立期 一１９７０年代後半から１９８０年代前半

　（３）日本の半導体は製造装置企業の世界市場進出期 一１９８０年代後半以降

　２　輸入装置優位期 一１９５０年代後半から１９７０年代前半

　（１）　トランジスタの工業化と手作りの製造装置

　日本の半導体産業の歴史は周知のように，アメリカで発明された半導体を日本でも作

って見ることから始まっ た。

　それは，東北大学電気通信研究所所長の渡辺寧教授と通産省工業技術院電気試験所の

駒形作次所長が中心となっ て， 大学教授や東芝，日本電気，日立製作所などの技術責任

者たちの勉強会から始まっ た（１９４８年１０月）。 日本で最初に点接触型トランジスタの試作

に成功したのは，電気通信省（後の日本電信電話公社，現ＮＴＴ）武蔵野通信研究所の岩瀬

新午であ った（１９５１年）。 それ以降，様々な研究者達が，トランジスタ特性の追試を行 っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ていっ たが，当時の装置はほとんど手作りであ った 。

　次に，各企業のトランジスタエ業化であるが，それは特許契約や技術提携によっ て実

現された。各企業は，接合型トランジスタの基本特許契約をＡＴ＆Ｔ（Ａｍ・・１・・ｎ Ｔ・１・

ｐｈ・ｎ・・ｎｄ　Ｔ・１・ｇ・・ｐｈ　Ｃ・）と ，合金型の製法特許契約をＲＣＡやＧＥ（Ｇ・ｎ…１Ｅ１・・ｔｎ・ Ｃ・）

と， 成長型の製法特許契約をＷＥ（Ｗ・・ｔ・ｍＥ１・・位ｉ・ Ｃ・・）と結び，さらに，ＲＣＡやＧＥ

などとノウハウ契約を結ぶことによっ て， トランジスタ生産を行 った。日立製作所は

ＲＣＡと ，日本電気はＧＥと ，三菱電機はＷＨＥ（Ｗ・・ｔｍｇｈ・… Ｅ１・・位１・ Ｃ・）と技術提携

　　　　３）
を結んだ。ただし，東京通信工業（後のソニー）が，１９５３年にベル研究所（Ｂ・１１Ｔ・１・

・

（１２３）
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ｐｈ・ｎ・ Ｌ・ｂ）と特許契約を結んだだけで，翌年にトランジスタラジオの生産　販売に成

功したことは，同社の製造技術の高さを示している 。そして，このときの製造装置は ，

自前で製作している 。この時代，東京通信工業に限らず多くの企業が，装置を自らが製
　　　　４）
作していた 。

　（２）輸入装置の全盛時代

　しかし，１９５０年代後半に入ると ，日本はアメリカの技術的にすぐれた製造装置を輸入

するようになっ ていっ た。 丸紅，日商岩井，兼松，住友商事といっ た総合商社による輸

入が行われ，半導体企業もすすんだアメリカの製造装置輸入を積極化した 。

　例えぱ，日商岩井は，１９６０年からキ ューリ ソク＆ソファ（Ｋ
ｕ１１・ｋ・・ｎｄ　Ｓｏ丑・Ｉｎｄｕ・伍１・・

Ｉ・・

。）のワイヤボンダやマスク製造装置などを輸入している 。兼松は，１９６５年にデビ ッ

トマン（後のＧＣＡ）のマスク製造装置の総代理店になり ，その後，パ ーキンエルマー

（Ｐｅ・ｋｍＥｌｍ・・ Ｃ・）やアプライト ・マテリアル（ＡｐＰｌｌｅｄ　Ｍａｔｅ・１・１・Ｉｎ・）なとの総代理店権

を取得するようになっ た。 日立製作所は，提携先のＲＣＡから次々に最新の装置を輸入
　　　　５）
していっ た。 また，フェアチャイルト（Ｆ肚ｃｈ１１ｄＳｅｍ１ｃｏｎｄｕｃｔｏｒＩｎｃ）やＴＩ（ＴａｘａｓＩｎｓｔｒｕ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）ｍ・ｎｔ・Ｉｎ・）といっ たアメリカ半導体企業自身も ，製造装置を盛んに日本に輸出していた 。

　しかし，アメリカ半導体製造装置企業側のアフターサービス体制の未整備もあ って ，

半導体企業は１社１台しか買わず，量産ライン用の製造装置は，自社ないしその関連会

社が国産化するということが行われた。これを打破したのが，１９６３年に設立された東京

エレクトロンであ って，機械据え付け，調整，壊れた場合の修理までできるエンジニア

を養成することによっ て可能とした。そして，１９６０年代後半以降は，輸入装置が生産ラ
　　　　　　　　　　　　　　　　７）
インで複数台使用されるようになっ た。

　市場における輸入装置優位は，国産装置に急速に切り替わる１９７０年代後半まで続くこ

とになる 。すなわち，トランジスタ時代からＩＣ時代まで一貫して輸入装置優位であ っ

た。 トランジスタだけでなくＩＣもアメリカの研究者と企業によっ て発明され，日本の

ＩＣの立ち上がりは，アメリカに４年以上遅れ，１９６８年にようやく「ＩＣ元年」をいわれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
るようになる。こうしたことから ，日本企業の多くは，巨額の基本特許料を支払う一方

で， 製造装置もアメリカ半導体製造装置企業から輸入することになっ たわけである 。

（３）国産化の開始

１９６０年代から１９７０年代前半にかけて，様々な製造装置が国産化されていく 。まず ，

（１２４）
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１９５７～１９６０年ごろにかけて，三池理化や高橋精機といっ た企業がアメリカで開発された
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
製造装置を国産化していく 。しかし，これらはあまり量産的ではなか った。量産型製造

装置で早くから国産化されていっ たのは，組立装置であ ったが，それは１９５８～１９６３年頃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
にかけてのことで，東京精密，海上電機（現カイジ ョー），新川などの企業が行 った 。

　ウェーハ処理工程の製造装置は，１９６５年以降に急速に国産化されるようになる 。その

一つの方法は，合弁企業を日本に設立して国産化をはかるというものであ った。例えば ，

前述の東京エレクトロンは，商社として出発し１９６４年にサームコの拡散炉の輸入を始め

たが，１９６８年にサームコと合弁会社テル ・サ ームコを設立し，拡散炉の生産を行 ってい

く（１９８８年に合弁を解消し，東京エレクトロン相模となる）。 日電アネルバは，日本電気とバ

リアン（Ｖ・・ｉ・ｎ　Ａ・…ｉ・ｔ・Ｉｎ・．）が１９６７年に設立した合弁企業日電バリアンとして出発し ，

自動アルミ配線真空蒸着装置やスパッ タ装置の開発 ・生産を行 った（１９７９年に合弁を解

消）。 日本真空技術も ，１９７４年にエクストリオンとライセンス契約を結び，イオン注入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
装置に参入するが，１９７８年には契約を終了し，後は独自路線になる 。

　これに対して，国際電気は，１９５０年代に高周波技術を利用したゲルマニウム ，シリコ

ンの引上装置生産によっ て半導体製造装置産業に参入を果たし，それ以後，１９６２年に工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
ピタキシアル成長装置，１９６３年に拡散炉，１９７０年にＣＶＤ装置の国産化に成功している 。

　こうして，アメリカ企業との合弁企業設立や国際電気などの企業によっ て， 製造装置

の国産化が急速に行われていくわけだが，政府補助金の役割も見逃すことはできない 。

例えば，日立製作所は，イオン注入装置の開発にあた って ，１９６８年に新技術開発事業団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
の開発委託を受け，１９７０年に開発に成功している 。日本真空技術は，通産省の助成金に

よっ て電子ビーム加熱による超高真空蒸着装置の試作に１９６２年に成功し，さらにプラズ

マＣＶＤ開発を１９７６年に成功するが，これも新技術開発事業団からの開発委託を受けた
　　　　　１４）
ものであ った。また，武田理研工業（現アドバンテスト）は，１９６８年に通産省重要技術開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
発補助金を受け，ダイナミッ ク・ パラメトリッ クの試験器を開発している 。

　３ ．国産装置優位確立期一１９７０年代後半から１９８０年代前半

　１９７０年代後半以降，急速に製造装置は国産機に移行していくが，それは上述のような

各企業の活動などによるものであ った。１９８０年代後半以降に日本の製造装置が競争力を

高め，世界市場進出するにあた って，一つの重要な役割を果たしたのは，周知の超ＬＳＩ

技術研究組合共同研究所（以下，超ＬＳＩ研究組合と略称）であ った。ここでは，この超

ＬＳＩ研究組合に焦点を当てながら ，この時期の日本半導体製造装置産業の状況を見てい

（１２５）
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図３　超ＬＳＩ研究組合の研究テーマ

微細加工技術
結 晶 技 術

譲 識 繊 衡

プロ 幾ス鍍薇

試験 課鰯鍍徽

デバ イ桑鍍衡
Ｌ＿＿

　基礎的　共通的部分

（出所）垂井康夫「超ＬＳＩ共同研究所の記録」

　　『自然』１９８１年９月 ，３５ぺ 一ジ，図１。

くことにする
。

　まず，政府による半導体産業の主な振興策には，次のようなものがある 。まず，工業

技術院による「超高性能電子計算機の開発」プロジェクトが１９６６～１９７１年に行われ，次

に電子計算機開発促進費補助金として，１９７２～１９７５年に５００億円が支出（うちＩＣ関連に

　　　　　　　　　　　　　１６）
は１９７３～１９７４年に２００億円）された。そして，超ＬＳＩ研究組合（１９７５～１９７９年）であり ，総

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
額７００億円のうち２９０億円が通産省の補助金であ った。こうして，１９７０年代以前には２％

以下であ った研究開発費に占める政府補助割合は，１９７３年には１５％になり ，１９７７年には

　　　　　　　　１８）
２６％にもなっ ている 。

　他方，関税障壁による半導体産業保護も１９７０年代前半まで行われ，日本の半導体産業

の競争力がつくまで，ＩＣの輸入は自由化されなか った。資本の自由化も通産省がＴＩ

の工場進出に難色を示し，１９６８年になっ てようやくソニーとの合弁企業という形で日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
ＴＩが発足（３年後にソニーは手を引く）する 。

　さて，超ＬＳＩ研究組合は，１９６１年に制定された鉱工業技術研究組合法に基づき ，

１９７５～１９７９年の４年間に設置された共同研究組合である 。もともとＩＢＭの次世代 コン

ピュータ開発計画への対抗措置として実現されたものであり ，１９８０年代に本格化する超

ＬＳＩ時代に対応しうる技術水準を達成するということが目標であ った。具体的には ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
１Ｍビ ット（１〆ｍ）がター ゲットとされた 。

　参加企業は，東芝，日本電気，日立製作所，富士通，三菱電機の５社であり ，組合の

（１２６）
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中に，共同研究所を設立した。この共同研究所には，５社と電子総合技術研究所の研究

者（約１００名）が出向し，共同研究を行 った。研究テーマ（図３参照）は，（：Ｄ微細加工に

関連する製造装置開発，　良質のシリコン結晶製造技術開発を中心とし，　プロセス技

術， ＠試験評価技術，　デバイス技術については，基礎的 ・共通的分野のみをテーマと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
した。そして，設計技術については，各社が独自に研究することになっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
　ここでは製造装置開発に焦点を絞ってその成果を見てみる 。製造装置開発の多くは ，

半導体製造装置企業が担当した。具体的には，電子ビーム露光装置は日本電子が，プロ

ジェクシ ョン露光装置はキャノンが，ステ ッパ露光装置はニコンが，枚葉式ドライエッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
ティング装置は日電アネルバが開発している 。

　超ＬＳＩ研究組合は，発足に当た って通産省が大きな役割を果たしたが，基本的性格

は， 半導体企業と半導体製造装置企業の共同開発である 。この共同研究の成果は，半導

体産業だけでなく ，半導体製造装置産業の競争力強化において重要な役割を果たしてい

る。 もちろん，この超ＬＳＩ研究組合を過大評価するわけにはいかず，この共同研究が

なか ったとしても日本の半導体製造装置産業の競争力は１９８０年代に伸びたであろうが ，

少なくとも急速な世界市場への進出，および日米半導体製造装置産業の逆転という事態
　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
への「トリガー」にはなりえたとの評価が妥当であろう 。ただし，検査装置開発には日

本電信電話公社との共同研究が重要で，武田理研工業は１９７９年に武蔵野通信研究所の技

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
術指導のもとに，超ＬＳＩテストシステムを開発している 。

　こうして，日本の半導体製造装置産業は超ＬＳＩ研究組合などの成果も生かしながら ，

急速に競争力をつけ，日本市場では，多くの製造装置分野でアメリカにとっ てかわるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
とになる 。１９８５年段階では，約７０％が日本製の製造装置となっ ている 。

　４　日本の半導体製造装置企業の世界市場進出期 一１９８０年代後半以降

　日本の半導体製造装置企業の競争力優位は，１９８０年代後半に入ると ，は っきりとして

くる 。やはり１９８５～１９８６年不況がターニングポイントであり ，１９８８年には，Ｉでのべた

ように，日米半導体製造装置産業の逆転が生じる 。また，日本の製造装置輸出が輸入を
　　　　　　　　　　　　　　　２７）
完全に上回るの綱同じ１９８８年である 。表３は，アメリカの製造装置の外国への依存度で

あるが，すでにステ ッパやレジストをはじめとしてかなりの装置が外国企業に依存する

ようになっ ている 。当然のことながら ，アメリカ以外の外国企業のほとんどは日本企業

である 。

　この時期になると ，日本半導体製造装置企業も積極的に海外に進出するようになる 。

（１２７）
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表３　アメリカの半導体製造装置の外国への依存度

製造装置

ステ ッパ

レジスト処理装置

ＳＥＭ

ウェーハ ・ソー

ダイ ・ボンダー

ＴＡＢボンダー

モールド／封止装置

モールディング ・プレス

リード ・トリム／フォーム装置

１９８８年の輸入比率

６８％

６９％

８０％以上

７５％

８０％

８１％

６５％

７５％

８０％

（出所）　日経ＢＰ社編［日経マイクロデバイス』１９９０年２月 ，１６０ぺ 一ジ ，

　　表３より作成 。

１９８０年代に入ると ，販売会社や保守 ・点検などのサ ービス網をアメリカやヨーロッパに

展開し，１９８０年代後半になると ，子会社設立や買収といっ た手段で生産拠点を海外とく

にアメリカにおくようになっ てくる（表４参照）。 具体的には，アドバンテストが工場を

設立し，日本マイクロニクスも製造会社を設立している 。また，キャノンはラム ・リサ

ーチ（Ｌ・ｍ　Ｒｅ・・ａ・・ｈ　Ｃ
ｏ叩．）のエピタキシャル部門の製造 ・販売権を獲得し，ソニーは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
ＭＲＣ（Ｍａｔｅ・１・１・ Ｒｅｓｅａ・ｃｈ　Ｃｏ）を買収している 。

表４　日本半導体製造装置企業の海外生産拠点

企　業　名

東京エレクトロン（＊）

アドバンテスト

キャノン

日本真空技術（＊）

日本マイクロニクス

ソニー

住友金属工業

海　外　生　産　拠　点

米国にバリアンＴＥＬ設立（バリアンとの合弁企業）

米国工場拡張

ラム ・リサーチのエピタキシャル部門の製造 ・販売権獲得→ＱＴＩ社設立

米国にＢＴＵアルバッ ク設立（ＢＴＵインターナシ ョナルとの合弁企業）

米国に検査装置製造会社設立

ＭＲＣ（米）買収

テスター 企業のＬＴＸ（米）に資本参加

（出所）ブレスジャーナル調査部編ｒＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏ刈プレスジャーナル社，１９９１年５月号，２６～２７ぺ 一ジ及び ，

　　プレスジャーナル社編『１９９０年度版　日本半導体年鑑」１９９０年，７７～７８ぺ 一ジより作成 。

（注）　＊の両社は，日本国内にそれぞれバリアン ，ＢＴＵインターナシ ョナルと合弁企業を設立している 。

　１９８８年から１９９１年にかけての海外進出 。

　アメリカ企業も１９８０年代にはいると ，新たな対応をとるようになる 。すなわち，アメ

リカ企業は，日本法人を次々に設立し，独自の進出を行うという行動である 。とくにア

プライト　 マテリアルやＡＳＭ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｅｍ１ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ Ｍａｔｅｒｌａｌｓ　Ｉｎｔｅｍｔｍａ１Ｎ　Ｖ）なと

（１２８）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
は日本市場を最も重要な市場と位置づけている

。

　この時期のもうひとつの特徴は，アメリカ企業との対等な提携関係の構築である 。

１９６０年代からの日本での合弁企業設立という形態は，日本側が技術を一方的に受ける立

場であ った。しかし，日本企業の技術力向上など競争力の強化や日本半導体製造装置市

場の拡大によっ て， 両者の関係は変化を見せるようになっ た。 すなわち ，日本とアメリ

カの企業が，グロー バル ・パ ートナーシ ップを結ぼうとする動きを強めている 。具体的

には，日本とアメリカの双方に合弁企業を設立しあ ったり ，日本企業によるアメリカ企

業への資本参加などである。例えば，東京エレクトロンとバリアンは，日本にテル ・バ

リァンを ・アメリカにバリァン ・テルを設立しており ，住友金属はＬＴＸに５％，その

日本法人に４９ ．５％の資本参加をしている 。ただし，こうした関係もすべてが長期的なも

のとはいえず，例えば，ラム ・リサーチは，東京エレクトロンとの合弁を解消し，その

後住友金属と合弁企業を新たに設立するなど様々な提携関係机その時々の当該企業の
　　　　　　　　　　　　　　　３０）
経営戦略によっ て構築されている 。

１）

　日本の半導体製造装置産業の形成過程を検討したものに，佐久間昭光 ・米山茂美「イノベ

　ーシ ョンと産業進化一日本の半導体製造装置産業の形成と発展一」『ビジネスレビ ュー』

　Ｖ
ｏｌ・３９，ＮＯ・１ ．１９９１年１２月がある 。本稿とは時期区分の仕方は若干異なる

。

２）中川靖造『日本の半導体開発』ダイヤモンド社，１９８１年，１２～５３ぺ 一ジ参照 。

３）相田洋『電子立国　 日本の自叙伝［上１』日本放送出版協会，１９９１年，２５７～２５８ぺ 一ジ 。

４）垂井康夫監修 ・日本半導体製造装置協会編『「半導体立国」日本一独創的な装置が築きあ

　げた記録』日刊工業新聞杜，１９９１年 ，１５～１７ぺ 一ジ参照 。

５）同上，６０～６３およぴお８ぺ 一ジ 。

６）　同上，６８ぺ 一ジ 。

７）　同上，７７～７８ぺ 一ジ 。

８）久保脩治『トランジスタ ・集積回路の技術史』オーム社，１９８９年，６１ぺ 一ジおよび相田洋
　『電子立国　 日本の自叙伝［下１』日本放送出版協会，１９９２年，８～９４ぺ 一ジ参照 。

９）垂井康夫監修　日本半導体製造装置協会編，同１ｊ掲書，５３べ一ン 。

１０）同上，２９０～２９８ぺ 一ジ 。

１１）　同上，１９５～１９６およぴ２２４～２２７ぺ 一ジ 。

１２）同上，２２２～２２３および２５４～２５６ぺ 一ジ 。

１３）同上，２２７ぺ 一ジ 。

１４）　同上，２５７－２５８ぺ 一ジ 。

１５）　同上，３２８ぺ 一ジ 。

１６）志村幸雄「わが国半導体産業の特質と国際競争力」平和経済計画会議　独占白書委員会編

　『国民の独占白書第１１号　半導体摩擦一目米先端産業の攻防一』１９８８年，５７～５８ぺ 一ジ参照 。

　政府の半導体産業振興策をささえた助成法には，電子工業振興臨時措置法（１９５７～１９７１）
，

　特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置法（１９７１～１９７８），特定機械情報産業振興臨時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２９）
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　　措置法（１９７８～１９８５）がある 。

　１７）プレスジャーナル社編『１９８４年度版　日本半導体年鑑』１９８４年，９８ぺ 一ジ 。

　１８）ダニエル ・Ｉ．オキモト ・菅野卓雄 ・Ｆ．Ｂ．ワインスタイン編（土屋政雄訳）『日米半導体競

　　争』中央公論社，１９８５年，３１ぺ 一ジ。超ＬＳＩ研究組合が終了した１９８０年には，政府の補助

　　割合は，２％未満になっ ている 。

　１９）久保脩治，則掲書，６０およぴ１１３ぺ 一ジ参昭 。

　２０）垂井康夫監修　日本半導体製造装置協会編，則掲書，１０６およぴ１３７ぺ 一ン 。

　２１）垂井康夫ｒ超ＬＳＩ共同研究所の記録」ｒ自然ｊ１９８１年９月 ，３４～４１ぺ 一ジ参照 。

　２２）超ＬＳＩ研究組合全体の評価については，垂井康夫『ＩＣの話』日本放送出版協会，１９８２年
，

　　第５章垂井康夫監修　日本半導体製造装置協会編，剛掲書，第３章参昭 。

　２３）垂井康夫監修　日本半導体製造装置協会編，則掲書，１０９～１１０およぴ１１８ぺ 一ジ 。

　２４）同上，１２５～１３７ぺ 一ジ参照 。

　２５）同上，３２９ぺ 一ジ 。

　２６）　日本電子機械工業会編「８６ＩＣガイドブ ック』１９８６年，５４ぺ 一ジ参照 。

　２７）　日本半導体製造装置協会編『ＳＥＡＪ　Ｑｕａ廿ｅｒ１ｙ』第１７号，１９９０年１月 ，５７ぺ 一ジおよび同

　　編『日本の半導体製造装置（１９８６年度～１９８９年度の販売統計）』１９９０年１０月 ，４ぺ 一ジより

　　計算 。

　２８）プレスジャーナル調査部編『ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏｒｔ』Ｎｏ． ８２．１９９１年５月 ，２６ぺ 一ジ参照 。

　２９）プレスジャーナル調査部編［ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏ刈Ｎｏ．８９．１９９１年１２月 ，４～６ぺ一ジ参照 。

　３０）プレスジャーナル調査部編ＴＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏｒｔ』Ｎｏ． ９０．１９９２年１月 ，２５～３０ぺ 一ジ参照 。

皿　半導体製造装置産業の企業類型

　１　日本半導体製造装置産業における企業類型

　本節では，日本における半導体製造装置産業の企業類型を明らかにし，企業間関係の

あり様を提示することを課題とする 。

　まず，表５を見ると ，各製造装置の市場規模とそれぞれの市場における上位企業のシ

ェアがわかる 。個別の装置では，露光装置，テスタ ，ＣＶＤ，エッ チングの順で市場規

模が大きく ，それぞれの装置における上位企業の市場シェアは極めて高い。これは，そ

れぞれの装置毎の市場規模がそれほど大きくなく ，ごく少数の企業が寡占を形成してい

るためである 。半導体製造装置産業とは，こうした相対的に小さな市場において寡占体

制を築いている企業の集合体として存在しているわけである 。また，半導体製造装置企

業は，一種類の装置だけではなく ，いくつもの装置を生産している。東京エレクトロン

や国際電気，あるいは日立製作所などは，とくに多くの種類の製造装置を販売している 。

　さて，半導体製造装置産業における企業類型であるが，資本関係を基準として分ける

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３０）
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と， この産業における企業間関係は，理解しやすい。大きくは，¢独立企業（専業と兼

業），　半導体企業の系列企業と半導体企業それ自身，　外資系企業に分けられる 。主

な企業をあげるとつぎのようになる 。

　（１）独立企業

　　１）専業 ：東京エレクトロン ，新川，東京精密

　　２）兼業 ：ニコン ，キ ャノン

　（２）半導体企業の系列企業および半導体企業

　　１）系列企業 ：アドバンテスト ，安藤電気，日電アネルバ，国際電気

　　２）半導体企業 ：日立製作所，東芝

　（３）外資系企業

　　ＡＭＪ，日本ＡＳＭ，テラダイン

　こうした企業類型が形成された経緯は前節で見たとおりであり ，経営資源，とくに光

学技術，真空技術，高周波技術などなんらかの技術的資源があ ったことが参入動機とな

っている場合が多い 。

　独立した企業のうち専業企業は，東京エレクトロンのように，半導体輸入商社として

設立された企業や，新川のように日立製作所の下請けから出発したり ，東京精密のよう

に三鷹の小さな町工場から出発した企業など，多様な出自を有する企業がこの産業に参
　　　　　　　１）
入を果たしている 。これに対して，ニコンやキャノンは，カメラや事務用機器などすで

に主軸となる事業を持っていて，既存の技術を生かした多角化の一貫として進出した企
　　　２）
業である 。

　半導体企業の系列企業の場合，日電アネルバのようにアメリカとの合弁企業として出

発するパターンと ，アドバンテストや安藤電気のように大手半導体企業の子会社として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
製造装置に取り組んでいるパターンがある 。後者の多くは，それぞれの企業が有してい

た技術を生かしての参入である 。半導体企業自身が製造装置を外販しているのは，筆者

の確認では日立製作所と東芝だけであり ，両社は半導体企業の中で製造装置を外部に販

　　　　　　　　　　　　４）
売している例外的存在である 。その他の企業は，製造装置の内製化は盛んに行 っている

ものの，それを外販してはいない 。

　外資系企業の多くは，日本の半導体製造装置産業がまだ未成熟であ った段階から日本

市場に参入している企業である 。現在では相対的なシェアは落としているものの依然と

して成長を遂げており ，またＣＶＤ装置，イオン注入装置など特定の製品分野では高い

シェアを獲得している 。

（１３１）
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表５　日本半導体製造装置市場の上位企業（１９９０年） （単位 ：億円，％）

製造装置種類 市場規模
３　社
集中度 上　位　企　業

製造装置合計 ５， ０９７億円

ＣＡＤ ２１０（４ ．１） ○サン ・マイクロシステムズ，○ヒューレ ット ・パッ

カード

結晶製造装置 ８７（１ ．７）

単結晶引上装置 １７（０ ．３）
国際電気，○日本フェローフルディクス ，○ケイエッ
クス ・ハムコ

ウェーハ加工装置 ７０（１ ．４） 東京精密，ディスコ ，第一精機，○スピードファム

リソグラフィ装置 １， ６７５（３２ ．９）

露光装置 ７５８（１４ ．９） ９２ ニコン（５７），キャノン（２６），日立製作所（９）

アライナ ７７（１ ．５）

キャノン，○ＳＶＧリソグラフィ

ステ ッパ ６２７（１２ ．３） ９８ ニコン（６８），キャノン（２２），日立製作所（８）

ＥＢ ５４（１ ．１） ○日本イーテ ック ，日本電子，日立製作所

レジスト処理 ３０８（６ ．０） ９２ 東京エレクトロン（４５），大日本スクリーン（３７）

エッ チング装置 ４９７（９ ．８） ６７ 日立製作所（２７），東京エレクトロン（２２），○ＡＭＪ（１７）

ウェット ２７（Ｏ ．５）

プラズマ ３３７（６ ．６） ８８ 日立製作所（４０），東京エレクトロン（３３），住友金属
（１１）

ＲＩＥ １３３（２ ．６） ８３ ○ＡＭＪ（５４），日電アネルバ（２３），日本ＭＲＣ（６）

ドライア ッシング １１２（２ ．２） ７７ 東京応化工業（３４），プラズマシステム（２５），ラムコ
１８）

熱処理，イオン注入 ５９３（１１ ．６）

熱処理 ２５７（５ ．０）

拡散炉 ２３３（４ ．６） ９１ 東京エレクトロン（５４），国際電気（３１），△光洋リン
ドバーグ（６）

ランプアニール ２４（０ ．５） ９３ ○ＡＧアソシェイツ（４８），○ピークシステムズ（２９）
，

大日本スクリーン（１６）

イオン注入装置 ３３６（６ ．６）

大電流装置 ２０９（４ ．１） ８９ △テル ・バリアン（４１），△住友イートンノバ（３７）

中電流装置 １２７（２ ．５） １００ △テル ・バリアン（４０），日新電機（３９），日本真空技
術（２１）

成膜装置 ９２６（１８ ．２）

エピタキシアル成 ４９（１ ．０） ８４

長

○ＡＭＪ（４４），ｏジェミニ／テトロン（２９），東芝機械
（１１）

ＣＶＤ ５９１（１１ ．６） ４５ ○ＡＭＪ（２１），東京エレクトロン（１２），○目本ＡＳＭ
（１２）

常圧ＣＶＤ １０９（２ ．１） ９０ ○ＷＪ（３７），○アルキャンテ ック（３１），天矢製作所
（２２）

滅圧ＣＶＤ ２３７（４ ．６） ７８ 東京エレクトロン（３０），国際電気（２７），ジーナス
（２１）

プラズマＣＶＤ ２４５（４ ．８） ８３ ○ＡＭＪ（４９），○日本ＡＳＭ（２１），○ノベラス ・シス
テムズ（１３）

スパッ タリング ２８６（５ ．６） ７９ 日電アネルバ（３７），○バリアン（２２），日本真空技術
（２０）

（１３２）
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組立装置 ３４０（６ ．７）

ダイシング ４６（０ ．９） ９７ ディスコ（５８），東京精密（３９）

ボンデイング １８１（３ ．６） ７３ 新川（４５） ，海上電機（１５），ニチデン機械（１３）

ワイヤボンダ ９５（１ ．９） ８８ 新川（５０） ，海上電機（２３），Ｋ＆Ｓ（１５）

ダイボンダ ５４（１ ．１） ８７ ニチデン機械（４２），新川（３９），トーソク（６）

ＴＡＢボンダ ３２（０ ．６） ９１ 新川（４２） ，東芝（３３），海上電機（１６）

パッ ケージング １１３（２ ．２）

検査 ・測定装置 １， ２６６（２４ ．８）

テスタ ７３８（１４ ．５） ７２ アドバンテスト（４６），安藤電気（１８），ミナトエレクト
ロニクス（８）

ロジ ック ２８８（５ ．７） ９７ アドバンテスト（５５），安藤電気（３３），アジアエレク
トロニクス（９）

メモリ ２８０（５ ．５） ８９ アドバンテスト（５５），ミナトエレクトロニクス（１９）
安藤電気（１５）

リニア １３９（２ ．７） ６５ テラダイン（２６），横川電機（２２），シバソク（１７）

その他テスタ ３１（０ ．６）

プロー バ １５１（３ ．Ｏ） ９９ 東京エレクトロン（７６），東京精密（１５），日本マイクロ
ニクス（８）

ハンドラ １１１（２ ．２） ８２ アドバンテスト（４１），安藤電気（２５），日立ＤＥＣＯ
１６）

環境検査装置 ９０（１ ．８）

その他検査装置 １７６（３ ．５）

　（注）市場規模の括弧は全体に占める当該製晶の比率，上位企業の括弧は市場シェア ，企業名の○印は外資系 ，

　　 △印はアメリカ企業と日本企業の合弁企業 。

（出所）プレスジャーナル調査部編「ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏｈ　ＳＰＥＣＩＡＬ　ＳＵＲＶＥＹ　Ｘ皿１９９１半導体製造装置 ・材料業界」

　　プレスジャーナル社，１９９１年 ，１８～１１４ぺ 一ジ，及びプレスジャーナル社編『１９９１年度版　日本半導体年

　　鑑」プレスジャーナル杜，１９９１年，３７３～３７４ぺ 一ジより作成 。

　このように企業類型化できるが，それぞれの企業は，あくまでも製造装置毎に形成さ

れている市場において競争している 。しかも半導体製造装置企業は，半導体企業の製造

装置生産部門（内製部分）とも実質的には競争関係を有している 。さらに競争関係にお

いて，大きな影響を及ぼしているのは，系列関係である 。

　２　半導体製造装置産業における系列企業の位置と企業間関係

　表６からわかるように，半導体製造装置企業において，半導体企業の系列企業は相当

多く ，先に見た表５と重ね合わせると ，その市場に占める位置が相当大きいことがわか

る。 系列別売上高では，日立製作所系と日本電気系は企業数も売上高（１９９０年で約７００億

円と約６００億円）も大きく ，アドバンテスト（同年売上高５６５億円）を系列化している富士通

系も売上高は大きい。それに対して，日本半導体産業の第２位である東芝の系列企業は
，

（１３３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
売上高（同年１００数十億円）において，これらに大きく見劣りしている 。

　しかしこの系列関係はそれほど強固なものではなく ，半導体企業は，系列企業以外か

らも製造装置を大量に購買している 。何故なら ，第１に，各製造装置別の市場規模はあ

まり大きくなく ，またそのことと関わ っているが，各製造装置市場における上位企業の

市場集中度がきわめて高いことから，半導体企業も自らの系列企業だけですべての製造

装置を調達できないためである 。第２に，半導体企業は，系列企業の製造装置に固執す

ると ，系列外企業のすぐれた製造装置を入手できず，技術革新の波に乗り遅れるからで

ある 。

　系列企業の方も ，自社の属している半導体企業のみに販売するということになれば，

規模の経済性を実現できないということが生じるため，実際には他の半導体企業にも製

造装置を販売している 。系列企業にとっ て， 研究開発や販売上，系列化されていること

のメリットはあるが，親企業以外の半導体企業への販売には系列関係が不利に働くこと

がある 。

　他方，独立した企業は，系列企業と逆のメリットとデメリットを有することになる 。

メリットは，市場において系列にとらわれないで販売活動ができることであり ，デメリ

ットは，製造装置開発において特定の半導体企業と密接な関係を持ちにくいことや，販

売活動において系列企業と競争になる場合，不利な立場に立つ場合があることである 。

しかし，このデメリットも半導体企業が系列にとらわれていれば，半導体産業における

競争に敗退する危険を認識しているため，過大評価するわけにはいかない。従って，系

列関係が企業問関係に影響を及ぼしているとはいえ，系列関係を越えた取引関係が広範

に存在することは，この産業の大きな特徴であるといえよう 。

　さて，製造装置開発にますます多くの資金力や高度な技術力が要求されていくために ，

半導体企業が製造装置を内製したり ，半導体製造装置企業と共同開発するという動きが

以前にも増して大きくなっ ている 。製造装置の開発には，次のようなパターンが形成さ

れている 。半導体企業は，¢装置の基本概念設計，実験機作成，量産機生産の全てを行

う， 　装置の基本概念設計およぴ実験機作成を行うが，量産機生産は半導体製造装置企

業にまかせる ，　装置の基本概念設計は行うが，実験機作成およぴ量産機生産は半導体

製造装置企業にまかせる，というように製造装置によっ て半導体製造装置企業との関係

を選択している。他方，半導体製造装置企業が畦能や仕様に関するシースを半導体企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
からもらいながら共同開発したり ，独自に開発する場合も当然存在している 。

　このように，半導体企業が量産機生産まですべてする場合（内製）だけではなく ，系

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３４）
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表６　半導体製造装置産業における系列企業

１３５

企業
装置

日　本　電　気 東　　　　　芝 日立製作所 そ　　の　　他

ウェーハ製造 国際電気（引上装置）

露光 ・描画 東芝機械

ウ
（Ｅ．Ｂ．スピンナー）

工 成　　　膜 日電アネルバ 東芝機械（ＣＶＤ） 国際電気 日本建鐵（三菱系）

１ （スパッ タ， ＣＶＤ） 徳田製作所 （ＣＶＤ，拡散炉） （スパッ タ， ＣＶＤ）

ノ、 （スパッ タ） 日立ＤＥＣＯ（ＣＶＤ） ＭＲＣ（ソニー 系）

プ （スパッ タ）

口
エッ チング 日電アネルバ 徳田製作所 国際電気 ＭＲＣ（ソニー 系）

セ

ス
そ　の　他 海上電機（洗　浄） 東芝機械 国際電気 島田理化工業

製
日立プラント建設 （三菱系）

造
（洗　浄） （洗　浄）

日本建鐵（三菱系）

（ア ッシャー）

組　　　　立 ニチデン機械 東芝精機 日立東京エレクトロ 九州松下電器

（ダイボンダ） （ボンダ） ニクス（ボンダ） （松下系）

海上電機 （ボンダ）

（ワイヤボンダ）

日本アビオニクス

（ＴＡＢボンダ）

検査 ・試験 安藤電気 ＡＢＴ（ＳＥＭ） 国際電気 アドバンテスト

（テスタ） アジアエレクトロニ 日立建機 （富士通系）

アンリツ クス　（テスタ） 日立メディコ（検査） （テスタ ，ハンド

（光計測） トプコン（検査装置） 日立冷熱（ハンドラ） ラ）

日立ＤＥＣＯ ソニーテクトロニク

（テスタ ，ハンド ス（ソニー 系）

ラ， 検査） （テスタ）

桑野電機（沖系）

（バ ーンイン ，テ

スタ ，ハンドラ）

（出所）プレスジャーナル調査部編［ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏ宜』Ｎ ｏ． ８３．１９９１年６月 ，２８～２９ぺ 一ジの表より作成 。

列企業に実験機作成や量産機生産を行わせる場合も多い。つまり ，量産装置の生産は ，

系列企業の技術力や製造能力を利用した形態で進めるわけである 。内製化のメリットと

デメリットを整理すると次のようになる 。最先端装置を入手できる可能性がある反面 ，

開発競争に乗り遅れる危険性も常にある 。従って，研究開発資源をどの製造装置の開発

に投入するかが問われることになる 。

（１３５）
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表７　半導体企業と半導体製造装置企業の共同開発

開発技術分野

イオン注入

ドライェッ チング

ステ ッノ｛

プロジェクシ ョンアライナ

Ｘ線アライナ

Ｘ線マスク

電子ビーム露光装置

テスタ

レティクル検査装置

関　　　　　係

日本真空技術一ＮＴｒ ・通信研究所

日電アネルバー日立製作所

徳田製作所一東芝

日本光学一超ＬＳＩ共同研究所

キャノンー同上

日本光学一Ｎ１↑ ・通信研究所

大日本印刷一ＮＴｒ ・通信研究所

日本電子　富士通　超ＬＳＩ共同研究所

東芝一超ＬＳＩ共同研究所

日立製作所一同上

アドバンテストーＮＴ↑ ・通信研究所

安藤電気一日本電気

日本光学一ＮＴｒ ・通信研究所

（出所） 日本電子機械工業会編［８６ＩＣカイドブ ンク』１９８６年，５５ぺ一ン ，表６ －２
。

　系列関係とは関係ない共同開発は，ＮＴＴのような政府系機関か超ＬＳＩ研究組合など

がほとんとで，日電アネルハと日立製作所によるトライェヅ ティング装置開発のような

系列を越えて行われる共同開発は少ない（表７参照）。 従っ て， こうした共同開発の進展

では，系列関係がますます重要な位置を占めるようにな っていることを示している 。

　この産業では，研究開発面での半導体企業のイニシアチブが大きくなっ ており ，系列

関係が利用される側面が増大している 。他方で，取引の側面では，各製造装置市場の市

場集中度の高さもあ って，系列を越えた関係が依然として主要な側面として存在してい

る。

　　１）垂井康夫監修　日本半導体製造装置協会編，刷掲書，２９０～２９８ぺ
一ン 。

　　２）岩井正和『ニコンービ ッグを追わずベストに挑む一』東洋経済新報社，１９９０年 ：キャノン

　　　史編集委員会編［キャノン史一技術と製品の５０年 一』１９８７年参昭
。

　　３）東洋経済新報社編『ＩＣ革命　影の王役たち』１９８２年を参昭 。

　　４）　日本半導体製造装置協会編［１９９０会員名簿』１９９０年，１３２～１４３ぺ 一ンの半導体製造装置

　　　取扱品目別一覧表で確認できる限り ，両社だけが外販している 。

　　５）　ｒ日本経済新剛１９９１年５月１２日付け
。

　　６）日経ＢＰ社編『日経マイクロデバイス』１９９０年１０月 ，７１～７８ぺ 一ジ参照 。

（１３６）
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ｗ　露光装置における日米企業の逆転

　１　ステンパの市場規模

　本節の課題は，露光装置を事例として日米半導体製造装置企業の競争力の逆転がどの

ようにして生じたのかを明らかにし，日本半導体製造装置産業の現在の到達点を示すこ

とである 。ｎや皿で明らかにしたように，日本市場においてアメリカ企業が優位に立 っ

ている装置はあり ，世界市場全体でも同様である 。そのことを前提にしながらも ，日本

の半導体製造装置企業が全体として，世界市場において，アメリカ企業を売上高におい

て追い抜いていることの象徴として，この露光装置の検討を行う 。

　露光装置日本市場は，１９８３年に２８９億円であ ったものが，１９８９年には１ ，１１０億円へと急

速に成長を遂げたが，台数の増大とともに，露光装置一台当りの高騰も成長の一因であ

る。１９８０年当時１台あたり３ ，０００万円であ ったのが，１９９０年には１台あたり１億５ ，０００万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
円以上になっ ており ，急速に高価格になっ ている 。

　露光装置の主流となっ ているステ ッパ市場について簡単に見ると次のようになっ てい

る。１９９０年は，世界全体で１１億２ ，０７０万ドル（前年比１ ．６％増） ，８８０台（同１２ ．６％減）の販

売であ った。このうち ，ｇ線ステ ッパは，６億３ ，４５０万ドル（前年比１９ ．７％減） ，４７８台（同

３３ ．１％減）であり ，ｉ線ステ ッパは，４億３ ，８００万ドル ，３３０台（前年比３３ ．１％増）であ った 。

ステ ッパ市場は，全体としての市場規模は前年とあまりかわらないが，より波長の短い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ためにより微細な加工が可能であるｉ線ステ ッパに急速におきかわりつつある 。

　次に，地域別生産台数を見ると ，日本が７３３台，アメリカが８８台，そしてヨーロッパ

が５９台と大半が日本で生産されている 。さらに，地域別販売台数を見ても同様で，日本

が４６５台，アメリカが２０５台，韓国が７８台，ヨーロッパが７５台，その他が５７台とな ってい

る。 日本での販売台数の多さと同時に，ヨーロッパが韓国よりも販売台数が少ないこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）は， 世界の半導体産業の今後の動向に大きな意味を持つを考えられる 。

　２ ．ステッパ以前の露光装置（アライナ）

　露光装置は，次のような種類がある（図４参昭）。 ＠マスクとウェーハを直接接触させ

て露光するコンタクト ・アライナ，　マスクとウェーハをごくわずかあけて露光するプ

ロキシミティ ・アライナ，　マスクの等倍の像を光学系を用いてウェーハ上に投影する

プロジェクシ ョン ・アライナ，＠レティクルを使用してその５分の１ないし１０分の１の

（１３７）
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　　図４　露光装置の種類

●コンタクト方式

マスク
　 ●ステンパ方式

スー

◎　　　　プロ　シミティ方式

　　マスク

ウエハ

レティクル
（１Ｃ倍拡大の

パターン）

スー　ン

　　　●プロジェクション方式 １／１０縮小

　　レンズ
マスク

ウエハ

凸面ミラー Ｘ・ Ｙステージ

凹面ミラー

ウエハ

（出所）　日本電子機械工業Ａ編「９１ＩＣカイトフッ ク』１９９１年　９７ぺ一ジ
。

パターンをウェーハ上に露光するステ ッパである 。¢と　は密着露光方式，　は投影露
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
光方式，＠は縮小投影露光方式ともいう 。全体として，Ｏから＠に発展してきた。ここ

で検討の対象としている露光装置は，ウェーハ処理工程で使用される転写装置の方であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
り， マスク製造工程で使用される方は除外している 。

　まず，日本市場がどのように形成されたかを見てみる 。はじめに，密着露光装置の一

種であるコンタクト ・アライナがアメリカより輸入されてくる 。東京エレクトロンがエ

レクトログラスの装置を輸入したのは１９６５年であり ，国際電気がキャスパーの装置を輸

入したのは１９７０年，そして東尺エレクトロンがコヒルトの装置を輸入したのが１９７４年で

　　６）
あっ た。 コンタクト　アライナ時代は，このようにアメリカから輸入した装置によっ て

日本市場が形成されたわけである 。

　次に，投影露光装置であるプロジェクシ ョン ・アライナは，パーキンエルマー が１９７４

年に開発し，またたくまに世界市場を支配するようになっ た。 ちなみに，日本では兼松

　　　　　　　　　７）
が輸入し販売を行 った 。

（１３８）
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　これに対して，日本企業のこの装置への参入はどうであ っただろうか。キャノンが ，

まず密着露光の一種であるプロキシミティ ・アライナ（近接投影方式）で成功する 。この

装置が発売されたのは，１９７３年であ った。キャノンがプロジェクシ ョン ・アライナ装置

を発売するのは，パーキンエルマーにかなり遅れ，１９８０年であ った。このため，プロジ

ェクシ ョン ・アライナでは１９７０年代を通して ，パーキン ・エルマー が独占状態であ った 。

しかし，現在では，キ ャノンがほぼ国内市場を独占し，世界的にもキ ャノンが優位にた
　　　８）
っている 。

　３ ．縮小投影露光装置（ステッパ）

　ステ ッパは，ＧＣＡ（ＧＣＡＣ・・ｐ．）が１９７８年に開発し ，１９８０年代前半は同社が世界市場

　　　　９）
を支配した。当初，プロジェクシ ョンからステ ッパヘ移行するには，¢解像力を上げる

ためのレンズの開発，　一つ一つ作り込むためにステージをいかに正確に早く移動させ

るか，　ウェーハ面積が増大するため，熱処理でウェーハが変形し歩留りが悪化するの
　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
をどのように解決するのかなどが問題になっ たが，次第に解決され，１９８０年代には，急

速にステ ッパにおきかわ っていっ た。

　日本企業では，ニコンがステ ッパ市場に１９８０年に進出し，１９８４年には国内市場で優位

に立 っている 。キャノンは，プロジェクシ ョンで成功したため，ステ ッパでは出遅れ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
１９８４年にステ ッパ市場に進出することになる 。現在は，世界のステ ッパ市場の半分を二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
コン１社が占め，同社とキャノンで世界市場をほぽ支配している 。

　ところで，日本の半導体企業がＤＲＡＭ市場で成功した理由の一つにこの露光装置が

ある 。プロキシミティという安い装置で高い生産性を実現したということである 。１９８０

年代初頭の６４ＫＤＲＡＭ時代，ステ ッパでは１時問当り２０枚しか処理できなかったのに

対して，プロキシミティでは６０枚が処理可能であ った。日米半導体企業の競争力逆転に

とっ て重要な時期であ った１９８０年代初頭は，プロキシミティとプロジ ェクシ ョンとステ

ッパが日本半導体産業において共存していた時期である 。６４ＫＤＲＡＭをプロキシミテ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
イでも製造できたということは，日本半導体企業の製造技術の高さを示している 。この

ように，それぞれの装置は一度におきかわるのではなく ，重なり合っている時期が存在

する 。とくにプロキシミティとプロジェクシ ョンはほぼ同時期に日本市場に投入されて

おり ，その競争関係は，１９７０年代を通じてあ った 。

　次に，日本の露光装置製造企業が優位に立 った理由を指摘する 。第１に，自前のレン

スを持っていたことである 。ＧＣＡなとはレンスを競争相手の日本企業に依存しており ，

（１３９）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
レンズを持たなかったことは製品の競争力強化において不利な立場にあ った 。

　第２に，技術革新が激しく ，次々に新しい製品が登場したわけだが，そのときにタイ

ミングよく新製品を投入できたことである。とくにキャノンもニコンも ，１９７６～１９７９年

の超ＬＳＩ研究組合による開発依頼による成果で市場に新製品を投入した。ニコンのス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
テッパは，この研究組合による最大の成果であるという評価も存在するほどである。露

光装置に限らず，日本の半導体製造装置産業においてこの研究組合の果たした役割はや

はり大きい 。

　第３に，サービス体制の問題を指摘する必要がある 。アメリカ企業の日本市場におけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
るサービス体制の不備は，１９８０年代に入るまでほとんどの企業に見られた現象である

。

　第４に，製造装置の高度化 ・複雑化 ・高価格化に伴 って必要とされる，高度な技術力

と豊富な資金力である。ニコンやキャノンはこの点で決定的に有利である 。もともとこ

の市場への参入は，自らの有する技術資源を生かした，多角化の一貫としてであ った 。

露光装置は，相対的に市場規模が大きく ，装置一台当りの価格も大きいため，企業規模

の小さいアメリカの露光装置製造企業は，製品開発競争を継続していく上で不利であ っ

た。 製晶開発競争継続の占で露光装置はとくに日米で格差が生じたが，製造装置の高度

化・ 複雑化 ・高価格化を考えるとき ，露光装置以外の装置でこれまで先行者の利益を得

ていたアメリカ企業も ，いつまでもこれを持続することはできないのではないかという

恐れがある 。

　最後に，アメリカの露光装置製造企業がとのような変遷をたとっ たかを見ておく 。パ

ーキンェルマーは，半導体製造装置部門をＳＶＧ（シリコンバレーグルー プ）に１９８９年に売

却（１９８９年）し，現在同部門はＳＶＧリソグラフィシステム（ＳＶＧ　Ｌ１ｔｈ・ｇ・・ｐｈｙ　Ｓｙ・ｔ・ｍ・
，

Ｉｎ・）とな っている 。ＧＣＡは経営不振のため，ゼネラル ・シグナル（Ｇ・ｎ…１Ｓｌｇｎ・ｌ

Ｔ・・ｈ・１・ｇｙ　Ｃ・・ｐ）に買収（１９８８年）されている 。この他，ＡＳＭリノグラフィはフィリ

ソプス（Ｎ　Ｖ　Ｐｈ・１１ｐ・ ’Ｇ１ｏ・・１・ｍｐ・ｎｆ・ｂ・１ｋ肌）に買収（１９８８年）され，イートン　オプティ
　　　　　　　　　１７）
メトリッ クは撤退した。このように，露光装置企業は次々に身売りせざるをえない状況

に追い込まれたわけである 。もちろん新世代の露光装置の開発をアメリカ企業が断念し

たわけではなく ，ＳＶＧリソグラフィシステムはステ ップ ・アンド ・スキ ャンというコ
　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
ンセプトによる新製品を発表している 。

１）市場規模については，プレスジャーナル社編『１９８５年度版　日本半導体年鑑』１９８５隼
，

　１８７ぺ 一ジ ，図１０およぴ，日本半導体製造装置協会編『日本の半導体製造装置（１９８６年度～

　１９８９年度の販売統計）』１９９０年，４ぺ一ジ参照。装置の金額については，日本電子機工業会

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４０）
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編『ＩＣ　１９８１集積回路ガイドブ ック』１９８１年，３４ぺ 一ジ，表１８，およびプレスジャーナル
調査部編『ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏｒｔ』Ｎ０．８２．１９９１年５月 ，２８ぺ 一ジ参照 。

　プレスジャーナル調査部編『ＶＬＳＩ　ＲｅｐＯｒｔ』Ｎ ｏ． ８２．１９９１年５月 ，２８ぺ 一ジ図１参照 。

　同上，２９ぺ 一ジ，図２参照 。

　日本電子機械工業会編『’９１ＩＣガイドブ ック』１９９１年，９７ぺ 一ジ参照 。

　このマスク製造装置の主流となっ ている電子ビーム露光装置は，日本電子が基本特許を有

しており ，現在ではアメリカのイーテ ック ・システムズとともに世界市場で優位にある 。

　垂井康夫監修 ・日本半導体製造装置協会編，前掲書，１９０ぺ 一ジ，年表１参照 。

　同上，１９０ぺ 一ジ，年表１参照 。

　プレスジャーナル調査部編『ＶＬＳＩ 　ＲｅｐｏれＳＰＥＣＩＡＬ　ＳＵＲＶＥＹ　Ｘ皿１９９１半導体製造装

置・ 材料業界』１９９１年，６３～６４ぺ 一ジ参照 。

　キャノノ 史編集委員会編，削掲書，２０８～２０９べ 一ン 参昭 。

　垂井康夫監修 ・日本半導体製造装置協会編，前掲書，１７０～１７１ぺ 一ジ 。

　キャノン史編集委員会編，前掲書，３０８～３０９べ
一！ 参昭 。

　プレスジャーナル調査部編『ＶＬＳＩ　Ｒｅｐｏ耐』Ｎｏ． ８２．１９９１年５月 ，３０ぺ 一ジ 。

　垂井康夫監修　日本半導体製造装置協△編，前掲書，１７２べ 一ン 。

　同上，１５４ぺ 一ジ。ただし，パーキンエルマーは戦前，天体望遠鏡生産を行 っており ，す

ぐれた反射鏡技術を有していた 。

　同上，１３０～１３１ぺ 一ジ 。

　同上，７８～７９ぺ 一ジ 。

フレスジャーナル社編『月刊　Ｓｅｍｃｏｎｄｕｔｏｒ Ｗｏｒ１ｄ』各月版
。

　プレスジャーナル社編『１９９１年度版　日本半導体年鑑』１９９１年，３７７～３７８ぺ 一ジ 。

結びにかえて

　本稿では，次のことを明らかにした。第１に，日本半導体製造装置産業の形成過程は

次のようであ った。１９６０年代後半より ，それまで輸入装置にほぼ独占されていた日本市

場に対して，一方でアメリカ企業との合弁企業形態などによっ てすぐれた技術を吸収し ，

他方でサ ービス体制を構築することによっ て， 日本の半導体製造装置企業は製造装置市

場のシェアを上昇させていっ た。１９７０年代後半に入 ってようやくアメリカの製造装置と

おきかわり ，１９８０年代後半に入ると世界市場でアメリカ企業と対等に，しかもグロー バ

ルに競争するまでになり ，かなりの製造装置でアメリカ企業より優位になっ た。

　第２に，日本半導体製造装置産業の企業類型は，独立企業（専業と兼業），半導体企業

の系列企業および半導体企業それ自身，外資系企業の３つに分けられるが，それぞれの

企業は製造装置毎の市場で個別の競争関係にある 。そこでの企業問関係に大きな影響を

与えているのは，系列関係の存在と半導体企業の製造装置内製化である 。系列企業と独

（１４１）
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立企業および外資系企業はそれぞれのメリットを武器にして競争を行っている 。

　さらに第３に，露光装置を事例として，日米半導体企業の逆転が１９８０年代後半に生じ

たことを明らかにした。露光装置はとくに日米で格差が大きくなっ たが，アメリカ企業

がいくつかの製造装置で有している優位も持続していく保障はない 。

　次に，全体を通じてさらにいえることを指摘しておく 。第１に，半導体企業だけでな

く半導体製造装置企業も王要な研究開発王体であるということである 。各半導体製造装

置企業は，半導体企業と研究開発など共同の関係をもちながら，個別の装置市場で激し

い競争関係を形成している 。しかし，今後，研究開発が半導体企業主導に移行していく

可能性がある 。第２に，技術水準の高レ半導体製造装置企業を数多く有することは，一

国の半導体産業の競争力に大きく影響するということである。このことが，日米半導体

産業の競争力逆転において大きな意味をもっ たわけである 。

　以上，日本の半導体製造装置産業について検討を行ってきたが，日本半導体産業の競

争力を明らかにするには，半導体製造装置産業以外の周辺産業の検討も必要である 。こ

れらの検討は，今後の課題としたい 。

＊　本稿は「文部省科学研究費補助金」による研究成果の一部である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９２年３月２３日脱稿）
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